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裁判所による介入を最小限にとどめる方針
仲裁地の魅力は、その裁判所に大きく左右されます。シンガポールの裁判
所は、自らの役割を一貫して、支援と限定的な監督であると説明してきま
した。2007年5月9日に判決が下されたSoh Beng Tee & Co Pte Ltd v Fairmount
Development Pte Ltdにおいて、控訴院は仲裁手続の自律性を強調し、積極的
な介入は遅延と根拠のない異議申立てを助長すると警告しました。自然的
正義の違反を主張する当事者は、違反された規則を特定し、それがどのよ
うに違反されたかを示し、仲裁判断との因果関係と現実の不利益を立証し
なければなりません。1

この自制は、仲裁地シンガポールの特徴となっています。国際仲裁法には
法律問題に関する一般的な上訴の規定がないため、当事者は、仲裁判断が
実体について蒸し返されることはないと期待できます。2025年の改正論議
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では、一部の利用者が、選択制による限定的な法律問題の上訴を歓迎する
ことが明らかになりました。それが実現すれば、シンガポールはイングラ
ンドのモデルに近づくことになります。

訴訟手続の停止と仲裁可能性
仲裁地が最初に試されるのは、一方の当事者が仲裁条項を無視して裁判所
に訴えを提起したときです。2015年10月26日に判決が下されたTomolugen
Holdings Ltd v Silica Investors Ltdにおいて、控訴院は、第6条に基づく手続停止
を検討する裁判所は、有効な仲裁合意が存在し、それが紛争を対象として
いることについて一応の（prima facie）基準で確認すれば足りると判示し
ました。また裁判所は、会社法（Companies Act）に基づく少数株主の抑圧
に関する請求は一般に仲裁可能であると判示しました。こうした請求は株
主の商業上の期待に関わるものであり、会社の清算に伴うような公益には
関わらないからです。2この判決は、株主間契約に仲裁条項が含まれてい
ることの多い合弁事業や同族持株会社にとって重要です。

2023年1月6日に判決が下されたAnupam Mittal v Westbridge Ventures II Investment
Holdingsにおいて、控訴院は仲裁可能性に関する判断枠組みを精緻化しま
した。仲裁合意の準拠法の下で仲裁不能な紛争は、シンガポールでは仲裁
に付されません。シンガポール法の下で仲裁不能な紛争についても同様で
す。いずれの結果も、第11条にいう公序に反することになるからです。事
実関係に照らして裁判所は、仲裁合意の準拠法はシンガポール法であり、
したがってインド人株主が国家会社法審判所（National Company Law
Tribunal）で起こした手続は仲裁合意に違反すると判断しました。3この事
件は、シンガポールの裁判所が、当事者の本国における並行手続から仲裁
合意をどのように保護しているかを示しています。
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仲裁合意の準拠法
仲裁合意それ自体の準拠法がどれかは、アジアの取引で繰り返し生じる問
題です。そこでは主契約、仲裁地、当事者がそれぞれ異なる法体系に属し
ていることが少なくありません。2016年11月9日に判決が下されたBCY v
BCZにおいて、高等法院は、明示の選択、黙示の選択、最密接関連性とい
う三段階のテストを適用しました。そして、仲裁地が別の国にある場合で
あっても、主契約について選択された法は仲裁合意の準拠法を強く示すも
のであると判示しました。42025年の意見公募では、この判例法上のルー
ルを、場合によっては2025年のイングランド法にならった法定ルールに置
き換えるべきかどうかが問われました。

仲裁判断の取消し：取消事由とその限界
シンガポールで下された仲裁判断は、シンガポールの裁判所においての
み、限られた事由に基づいてのみ争うことができます。それはモデル法第
34条の事由であり、行為能力の欠如、合意の無効、通知の欠如、権限の踰
越、仲裁廷の構成の瑕疵、公序などが含まれます。第24条はさらに二つの
事由を加えています。詐欺または汚職によって誘導され、またはその影響
を受けた仲裁判断と、当事者の権利を害した自然的正義の違反です。5

裁判所はこれらの事由を厳格に適用しています。Coal & Oil Co LLC v GHCL
Ltdにおいて、高等法院は、石炭供給契約に関するSIACの仲裁判断の取消
しを認めませんでした。この事件では、単独仲裁人が最終的な主張書面の
提出から約19か月を経てようやく仲裁判断を下していました。裁判所は、
遅延それ自体は公序に反しないと判示しました。また、手続上の違反は
「無味乾燥で、技術的で、些細な」ものを超えるものでなければならない
としました。6

手続の公正さが危うくなる場合には、裁判所は介入します。2025年4月8日
に判決が下されたDJP v DJOにおいて、控訴院は、インドの貨物鉄道契約に
関する、シンガポールを仲裁地とするICC仲裁判断の取消しを支持しまし
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た。仲裁判断の451パラグラフのうち少なくとも212パラグラフが、同じ仲
裁長が主宰した二つの並行仲裁の仲裁判断から転用されていたのです。裁
判所は、公正な観察者であれば予断を疑うであろうこと、当事者は自らが
見ることのできない資料について公正な審問を受ける機会を奪われたこ
と、そして他の仲裁人が仲裁長と対等な立場になかったことを認定しまし
た。7この判決は、仲裁廷が目の前の事件を自ら判断しない場合には最小
限の介入という原則も及ばないことを示すものとして、広く受け止められ
ました。

シンガポールの仲裁判断の執行と救済手段の選択
シンガポールで下された仲裁判断は、シンガポール国内では第19条に基づ
き、国外ではニューヨーク条約に基づいて執行されます。2013年10月31日
に判決が下されたPT First Media TBK v Astro Nusantara International BVにおい
て、控訴院は、仲裁地で仲裁廷の管轄権を争わなかった当事者の立場につ
いて検討しました。控訴院は、モデル法は「救済手段の選択（choice of
remedies）」に立脚していると判示しました。当事者は、仲裁判断の取消
しを申し立てることも、その執行に抵抗することもでき、シンガポールの
仲裁判断に対しても第36条の事由を主張できるというのです。8この事件
は、インドネシアとマレーシアのメディア・グループ間の紛争から生じた
ものです。シンガポールの裁判所が、執行段階であっても管轄権に関する
異議を真剣に審査することを示しました。

外国仲裁判断とニューヨーク条約
国際仲裁法第3部は、外国仲裁判断を規律しています。外国仲裁判断は、
認証された仲裁判断、仲裁合意、必要な場合には認証された英訳を提出す
ることにより、訴えによって、またはシンガポールの仲裁判断と同じ方法
で執行することができます。執行を拒否できるのは、ニューヨーク条約第
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V条を再現した第31条に列挙された事由がある場合に限られます。9これら
の事由には、合意の無効、適切な通知の欠如、権限の踰越、手続上の瑕
疵、仲裁地における仲裁判断の取消し、仲裁不能性、公序が含まれます。

金融センターにとって、この機能は実務上重要です。多くの債務者がシン
ガポールに銀行口座、株式、不動産を保有しているため、ロンドン、パ
リ、香港の仲裁判断を持つ債権者は、その執行のためにシンガポールに
やって来ます。近年の判決は、この射程を国家にまで広げています。2025
年、シンガポール国際商事裁判所は、ロシア連邦に対する三つのユコス
（Yukos）仲裁判断の執行許可の取消しを認めませんでした。2026年には
高等法院が、スペインはICSID条約に加入したことにより、ICSID仲裁判断
の承認についてシンガポールの裁判所の管轄権に服したと判示しました。
10

シンガポール国際商事裁判所（SICC）は、仲裁判断の取消しや執行の申
立てをますます多く審理するようになっています。DJP v DJOは、第一審で
はSICCの裁判官が審理し、上訴審では国際判事であるニューバーガー卿
（Lord Neuberger）が加わった控訴院が審理しました。SICCの構造、外国
人裁判官、外国弁護士に関する規則については、第F部第III章で検討しま
す。
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Nor is it a recommendation to invest in, transact with or use the services of any entity mentioned.
Law and regulation change frequently, so the content may be incomplete or outdated. To the fullest
extent permitted by law, Dr Alexander Ressos and the publisher of SingaporeIQ exclude all liability
for loss or damage arising from the use of or reliance on this article. Readers should obtain advice on
their specific circumstances before acting or refraining from action.

Names and trademarks of the entities discussed belong to their owners and are used for identification
only. Their mention implies no endorsement, affiliation or allegation of wrongdoing. All Singapore
law advice is provided by a duly licensed and regulated firm of Singapore advocates and solicitors
only  on  the  basis  of  an  express  written  letter  of  engagement.  Corrections  and  updates:
contact@ressos.com.

©  2026  Dr  Alexander  Ressos.  This  article  may  be  quoted  with  attribution  to  SingaporeIQ
(SingaporeIQ.com). Reproduction in full and any commercial use require prior written consent. The
Legal Terms at https://singaporeiq.com/legal-terms apply.
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